
2026年5月20日 更新

公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年5月20日 26a00195000000
ネパール国気候変動対応戦略に係る情
報収集・ 確認調査（ 一般競争入札（ 総
合評価落札方式－ラ ンプサム型） ）

南アジア部南アジア第二課 本案件では若手育成加点が適用になり ますでし ょ う か？
本件は、 「 一般競争入札（ 総合評価方式－ラ ンプサム型） 」 と なり ますので、 適用はあり ませ
ん。

2026年5月13日

2026年5月20日 26a00195000000
ネパール国気候変動対応戦略に係る情
報収集・ 確認調査（ 一般競争入札（ 総
合評価落札方式－ラ ンプサム型） ）

南アジア部南アジア第二課
調査内容には、 ネパールの戦略や各ド ナーの支援も 含まれるが、 現地でのヒ アリ ングも 含まれ
る想定でし ょ う か

現地ヒ アリ ングも 含まれると の理解で相違あり ません。 2026年4月22日

2026年5月20日 26a00195000000
ネパール国気候変動対応戦略に係る情
報収集・ 確認調査（ 一般競争入札（ 総
合評価落札方式－ラ ンプサム型） ）

南アジア部南アジア第二課
関係組織と し てあるいは、 本件のカ ウンタ ーパート と し て想定さ れている組織はMi n.  For est s
and Envi r onmentの認識で良いか。

本調査のメ イ ンカ ウンタ ーパート と し ては、 気候変動にかかる政策を所掌する森林環境省
（ Mi ni st r y of  For est s and Envi r onment ： MOFE） を想定し ていると の理解で相違あり ません。
一方で、 気候変動対策にかかるセク タ ー横断的な協力方針検討のための調査であり 、 目指すべき
方向性や協力案については、 MOFEのみをカ ウンタ ーパート と する協力を検討するも のではなく 、
気候変動の緩和・ 適用に資する幅広い省庁・ 関係機関を対象と し ます。

2026年4月22日

2026年5月20日 26a00195000000
ネパール国気候変動対応戦略に係る情
報収集・ 確認調査（ 一般競争入札（ 総
合評価落札方式－ラ ンプサム型） ）

南アジア部南アジア第二課
事前公示に示さ れている業務概要「 ④比較優位の整理」 は、 JI CAと どの「 比較」 が念頭に置か
れているのか。

「 ④日本及びJI CAの比較優位性の整理」 は、 気候変動分野におけるJI CA、 日本の民間企業、 学術

機関、 地方自治体等の強み（ 技術・ 知見） の整理を念頭に置いたも のです。
2026年4月22日

2026年5月20日 26a00195000000 
ネパール国気候変動対応戦略に係る情
報収集・ 確認調査

南アジア部南アジア第二課
本案件の背景・ 目的・ 想定出口、 現地調査の必要性有無など本公示の前に可能な限り 理解さ せ
ていただき たい

基本的にはプレ公示に記載の通り と なり ますが、 本調査は、 ネパールの気候変動対策をセク タ ー
横断的、 一体的な協力を実施し たいと いう 目的があり 、 今後のネパールへの支援戦略（ セク タ ー

横断的） を検討するためのツールと し て実施するこ と を想定し ています。 ⑤気候変動分野で目指

すべき 方向性の検討、 ⑥成果達成に向けた支援策の検討、 を出口と し て期待するも のです。 現地

調査の実施を想定し ており ます。
詳細につき まし ては、 後日ご案内する入札説明書をご確認く ださ い。

2026年5月13日

2026年5月20日 26a00196000000
パキスタ ン国治水イ ンフ ラ 整備促進に
向けた関連機関の能力向上プロジェ ク
ト

地球環境部防災グループ
背景（ こ れまでの関連支援を踏まえた課題感も 含め） 、 本案件の狙いや想定活動・ 人員配置
（ 国内・ 現地） の必要性等を本公示の前に可能な限り 理解さ せていただき たい

パキスタ ンにおける治水事業を予算化するために必要な書類の中で、 特に経済評価分析や環境社
会配慮についてのFFC（ 連邦洪水委員会） やPI D（ 州灌漑局） の能力向上を狙う 案件です。 本件は
技術協力であり 、 そのアプローチについては公示段階で提案いただく こ と を想定し ています。 人
員の配置は国内外両方を想定し ています。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

「 洪水と 内水氾濫」 が対象災害と さ れていますが、 当初記載さ れていた「 土砂災害」 は対象外
になっ たと いう 理解で良いでし ょ う か。 また、 中央防災組織向けの防災行政能力強化や、 気象
担当組織向けの気象観測・ 予測能力強化支援などは対象と なり ますでし ょ う か？

プレ公示に記載のと おり 、 本調査での対象災害種は洪水、 都市部の内水氾濫と し ており ます。
本調査内で明ら かと なっ た課題の内容によっ ては、 中央防災組織向けの防災行政能力強化や、 気
象担当組織向けの気象観測・ 予測能力強化支援なども 候補案件に含まれる可能性はあり ます。

2026年5月13日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

対象災害種から 土砂災害は削除さ れた理由についても 教えてく ださ い。
プレ公示に記載のと おり 、 ラ オスにおける災害特性や過去の被災歴等を踏まえて決めており ま
す。

2026年5月13日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

本調査の結果と し て、 流域管理計画策定、 ハザード マッ プ作成、 防災計画策定等は候補案件と
し て考え得るのでし ょ う か。

本調査内で明ら かと なっ た課題の内容によっ ては、 流域管理計画策定、 ハザード マッ プ作成、 防
災計画策定等も 候補案件に含まれる可能性はあり ます。

2026年5月13日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

本調査の結果と し て、 コ ミ ュ ニティ 防災や予警報システム等は候補案件と し て考え得るので
し ょ う か。

本調査内で明ら かと なっ た課題の内容によっ ては、 コ ミ ュ ニティ 防災や予警報システム等も 候補
案件に含まれる可能性はあり ますが、 プレ公示に記載のと おり 、 本調査は効果的な災害リ スク 削
減に資する事前投資を主軸と し ています。

2026年5月13日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

関連報告書公開情報の箇所に「 全世界治水分野投資事業に係る情報収集・ 確認調査」 が記載さ
れていますが、 左記調査は本調査でどのよう な扱いと なり ますか。

あく まで参考情報と なり ます。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

対象地域は決まっ ているのでし ょ う か。 また、 それら の流域・ 地域は調査の結果次第で途中で
変更するこ と も 可能でし ょ う か。

対象はラ オス全土ではなく 、 いく つかに絞る想定です。 詳し い対象地域については、 入札説明書
をご確認く ださ い。 調査の中で変更の可能性も あると 考えており ます。

2026年5月13日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

メ イ ンの対象地域はプレ公示に記載さ れている主要都市域や経済拠点、 重要イ ンフ ラ が含まれ
るエリ アと なるのでし ょ う か。 農業地帯等も 含まれるのでし ょ う か。

基本的には、 主要都市域や経済拠点、 重要イ ンフ ラ が含まれるエリ アを想定し ていますが、 詳し
い対象地域については、 入札説明書をご確認く ださ い。

2026年5月13日

プレ公示案件への質問回答

【競争参加者様へ：留意点】
プレ公示段階での質問回答での回答内容は、企画競争説明書／入札説明書の段階で変更の可能性があります。

※掲載方法を公示予定日が早い順に案件ごとにまとめて掲載いたします。新たに掲載いたしました質問回答についてはセルを水色にしております。
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

本調査の結果と し て出さ れる候補案件は、 本邦技術の活用が求めら れるのでし ょ う か。
本調査では、 まずはラ オスと し てどのよう な災害リ スク 削減に資する事前の対策が必要と なるの
かを整理し たいと 考えており ます。 その過程で本邦技術の活用が検討でき そう であれば検討する
イ メ ージです。

2026年5月13日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

ラ オスでは、 防災・ 水資源管理等の文脈で様々なド ナーが協力を行っ ていると 理解し ています
が、 そのよう なド ナーと の連携案件も 想定し 得るのでし ょ う か。

ド ナーと の連携案件も 候補案件に含まれる可能性はあり ます。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所
①本件において業務管理グル－プの設定はあり ますか。
②業務主任者について防災分野に係る専門性（ 災害種等） の指定はあり ますか。

①本案件は、 一般競争入札（ 総合評価落札方式） のため、 対象外を予定し ており ます。

②業務主任者の専門性について指定はあり ませんが、 プレ公示に記載のと おり 、 本案件では対象

災害種における防災分野に関する知見及び業務経験を求めるこ と を想定し ており ます。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

お話いただける範囲で、 案件内容に関し てお伺いし たい。 プレ公示に記載のと おり です。 2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

こ れまで、 ラ オスでは防災が協力の方針の柱にはなっ ていなかっ たよう に思い、 国別開発協力
方針の留意事項に「 （ ４ ） 頻発する水害等の自然災害に対し ， 復旧・ 復興の支援や災害対応能
力の強化を図る」 と あるも のの、 国別開発協力方針の重点分野に防災がキーワード と し て入っ
ていなかっ たよう に思います。 また、 こ れまでも 防災に係るコ ンサルタ ント 業務実施契約も な
かっ たよう に思います。 こ のよう な経緯の中で、 今回の調査をコ ンサルタ ント 業務実施契約で
行う こ と になっ た背景をご教示く ださ い。

気候変動の影響、 及び水力発電ダムの増加、 上流・ 下流の放流操作の影響等の人為的外力の増
加、 そし て交通・ 電力・ 都市サービスが充実し つつあり 、 経済構造も 徐々に変化し ているラ オス
において、 経済状況の動向を見つつ災害による経済被害を最小化し 国の発展を下支えすると いう
視点が重要と なっ ているこ と 等を踏まえ、 ラ オス政府における災害リ スク 削減に資する事前の対
策の方向性、 及び左記を踏まえたJI CAの協力方針を整理するこ と と なり まし た。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

国家レベルの意思決定機関は国家災害管理委員会（ NDMC） 、 実務の中核は国家災害管理局
（ NDMO） 、 統括は社会福祉省（ Mi ni st r y of  Labour  and Soci al  Wel f ar e ( MoLSW) ） 、 河川改修
に係るC/Pは公共事業省（ Mi ni st r y of  Publ i c Wor ks and Tr anspor t ;  MPWT） で、 水管理は環
境・ 水資源省（ Mi ni st r y of  Nat ur al  Resour ces and Envi r onment ;  MONRE） と 理解し ていま
す。 今回メ イ ンのカ ウンタ ーパート は、 どちら を想定さ れていますでし ょ う か。

本案件は基礎調査ですので、 メ イ ンのカ ウンタ ーパート の設置は想定し ており ません。 関係機関
から 幅広く 情報収集をするこ と を想定し ています。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

オースト ラ リ アの支援で省庁横断的に水行政を管轄する機関を設立し よう と する話があり ます
が、 当該動き についても 本件調査の対象に含め想定でし ょ う か。

他ド ナーの動向は重要な点ですので、 本調査内で可能な限り 広く 情報を収集するこ と を想定し て
います。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

「 洪水」 に関し て外水か内水のどちら に重き を置いていますでし ょ う か。 両方と も 重要です。 2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

本件調査の出口戦略と し て、 現時点で想定さ れているスキームがあり まし たら ご教示く ださ
い。

本調査を通じ て整理する候補案件のスキームと し ては、 短期的には、 無償資金協力、 技術協力を
想定し ており 、 中長期的には有償資金協力も 視野に入れて検討し たいと 考えており ます。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

5月27日が公示予定日と さ れていますが、 今後、 日程が後ろ にずれる可能性は高いと 想定さ れて
いますでし ょ う か。

日程が後ろ にずれる可能性は低いです。 2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

本件において、 業務主任者に期待する専門性はあり ますでし ょ う か。
業務主任者の専門性について指定はあり ませんが、 プレ公示に記載のと おり 、 本案件では対象災
害種における防災分野に関する知見及び業務経験を求めるこ と を想定し ており ます。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

業務管理グループの加点は想定さ れていますでし ょ う か。 本案件は、 一般競争入札（ 総合評価落札方式） のため、 対象外を予定し ています。 2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

JI CA本部から も 地球環境部、 地域部、 社会基盤部等から の関与はどの程度想定さ れていますで
し ょ う か。

受注者と ラ オス事務所と の打ち合わせに本部関係者がオンラ イ ンで参加する程度を想定し ていま
す。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

調査対象はラ オス国全土の主要都市・ 地域でし ょ う か。 あるいはビエンチャ ン及びその周辺に
限定さ れますでし ょ う か。

対象はラ オス全土ではなく 、 いく つかに絞る想定です。 詳し い対象地域については、 入札説明書
をご確認く ださ い。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

対象災害種は、 洪水（ 河川洪水及びフ ラ ッ シュ フ ラ ッ ド ） 、 都市部の内水氾濫（ 雨水対策不良
等） 、 土砂災害と の理解で良いか。

プレ公示を修正し 、 対象災害種は洪水（ 河川洪水及びフ ラ ッ シュ フ ラ ッ ド ） 、 都市部の内水氾濫
（ 雨水対策不良等） に絞っ ています。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

JI CA本部の関与について、 主管はラ オス事務所のため、 基本的に報告はラ オス事務所に対し 行
い、 その打合せにオンラ イ ンで本部が同席する可能性があると いう イ メ ージで良いか。

ご理解のと おり です。 2026年4月30日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

本案件は、 個別の案件候補リ スト を作成するこ と が主な目的と の理解で良いでし ょ う か。
本調査は、 ラ オス側の現状や課題にかかる情報収集を行っ た上で、 ラ オス政府における災害リ ス
ク 削減に資する事前の対策の方向性、 及び左記を踏まえたJI CAの協力の方針を整理するこ と が主
目的です。 上記方針を整理し た上で、 候補案件の精査を行う 想定です。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

ラ オスでは直近で防災案件を実施し ていなかっ たも のの、 今回実施する経緯は何か。

気候変動の影響、 及び水力発電ダムの増加、 上流・ 下流の放流操作の影響等の人為的外力の増
加、 そし て交通・ 電力・ 都市サービスが充実し つつあり 、 経済構造も 徐々に変化し ているラ オス
において、 経済状況の動向を見つつ災害による経済被害を最小化し 国の発展を下支えすると いう
視点が重要と なっ ているこ と 等を踏まえ、 ラ オス政府における災害リ スク 削減に資する事前の対
策の方向性、 及び左記を踏まえたJI CAの協力方針を整理するこ と と なり まし た。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

個別具体の案件形成や現時点での候補案件の想定があると いう より は、 幅広く 情報収集し た上
での中長期的な方針がアウト プッ ト と いう 理解で良いか。

本調査は、 ラ オス側の現状や課題にかかる情報収集を行っ た上で、 ラ オス政府における災害リ ス
ク 削減に資する事前の対策の方向性、 及び左記を踏まえたJI CAの協力の方針を整理するも のと な
り ます。 上記方針を整理し た上で、 候補案件の精査を行う 想定です。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

メ イ ンのカ ウンタ ーパート は労働社会福祉省と なるのか。 公共事業運輸省も 含まれるのか。
本案件は基礎調査ですので、 メ イ ンのカ ウンタ ーパート の設置は想定し ており ません。 関係機関
から 幅広く 情報収集をするこ と を想定し ています。 し たがっ て、 公共事業運輸省も 含む想定で
す。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

業務管理グループの設定は想定さ れているのか。 本案件は、 一般競争入札（ 総合評価落札方式） のため、 対象外を予定し ています。 2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

土砂災害は対象災害種に含まれないと いう 理解で良いか。 対象災害種はプレ公示に記載のと おり です。 2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

JI CA本部地球環境部の関与も 想定さ れるか。 JI CA本部の関与も 想定し ています。 2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

河岸侵食にかかる対策も 含まれるのか。
調査を実施し ていく 中でラ オス政府側のニーズ等確認でき まし たら 、 対象に含まれる可能性はあ
り ます。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

ラ オスの防災関係ラ イ ン省庁間の連携が取れていない等の問題はあるのか。 防災計画の策定と
いう のも 候補案件と し て考え得るか。

明確な課題については、 本調査内で確認する想定です。 本調査内で明ら かと なっ た課題の内容に
よっ ては、 防災計画の策定も 候補案件に含まれる可能性はあり ます。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

ラ オスでは、 フ ラ ッ シュ フ ラ ッ ド の被害は多いのか。 フ ラ ッ シュ フ ラ ッ ド の被害は確認し ています。 2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

メ コ ン本川のみなら ず、 一次支川での被害も 多いのか。 一次支川での被害も あると 認識し ています。 2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

調査対象に首都ビエンチャ ンも 含まれるのか。
経済拠点と なるエリ アも 対象と なる可能性があり ます。 なお対象はラ オス全土ではなく 、 いく つ
かに絞る想定です。 詳し い対象地域については、 入札説明書をご確認く ださ い。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

当案件の遂行上、 現地にてオンサイ ト 業務（ スタ ッ フ 派遣） が必要と なり ますでし ょ う か。 ま
たはご要請予定にございますでし ょ う か。

現地調査を想定し ています。 現地調査の時期、 回数、 人数は、 プロポーザルにて提案し てく ださ
い。

2026年4月15日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

留意事項に『 【 関連報告書公開情報】 と し て「 全世界治水分野防災投資事業に係る情報収集・
確認調査」 （ 2022年3月） 』 と あり ます。 こ ちら のレポート 閲覧のリ ンク は以下の認識に相違ご
ざいませんでし ょ う か。
ht t ps: //openj i car epor t . j i ca. go. j p/617/617/617_ 000_ 12335386. html

相違ございません。 2026年4月15日

2026年5月27日 26a00149000000
ラ オス国防災分野にかかる情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式-ラ ンプサム型） ）

ラ オス事務所ラ オス事務所直
下

当件は定期案件と 推察いたし ます。 上述の報告書が作成さ れた入札受託業務が、 当件の前回実
施のタ イ ミ ングかと 思われるます。 その当時の入札情報（ 仕様書他、 資料一式） と 落札情報
（ 落札者・ 落札金額） をご教示いただければ幸いです。

定期案件ではございません。 2026年4月15日

2026年5月27日 26a00170000000

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

業務管理グループ（ 若手加点） は対象でし ょ う か 対象予定です。 2026年4月30日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年5月27日 26a00170000000

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

お話いただける範囲で、 案件内容に関し てお伺いし たい RD締結後に調査報告書公開予定ですので、 そちら のご確認をお願いいたし ます。 2026年4月30日

2026年5月27日 26a00170000000

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

先行案件と 当該案件の関係性について可能な範囲でお伺いし たい。 RD締結後に調査報告書公開予定ですので、 そちら のご確認をお願いいたし ます。 2026年4月30日

2026年5月27日 26a00170000000 

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

本事業の「 先行事業」 と は、 主に「 持続的森林エコ システム管理能力強化プロジェ ク ト
（ PROGEF、 2019年1月30日〜2025年1月30日、 実施機関： MI NEPDED等） 」 を指すと の理解で相違
ないか。 他に踏まえるべき 事業・ 調査があればご教示いただき たい。

はい、 ご理解の通り です。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00170000000 

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

「 先行事業の成果レビュ ー」 （ 事業内容の活動1） の出発点と し て、 PROGEFで開発・ 承認さ れた
中央州排出削減シナリ オ（ ERS） 、 中央州FREL、 ERSガイ ド ラ イ ン、 イ ンベスト メ ント プラ ン、
各ERA（ 排出削減活動） のセーフ ガード 等の成果物、 および終了時評価報告書等の関連報告書
を、 プロポーザル作成用資料と し て開示いただけるか。

開示対象文書については、 公示文書に記載予定です。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00170000000 

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

2025年11月公示の詳細計画策定調査によるPDM素案、 R/D素案、 M/M、 調査報告書等は、 企画競争
公示時にプロポーザル作成用資料と し て開示さ れるか。

署名済RDは公示段階で参考資料として共有いたします。調査報告書は、RD署名後公開いたします。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00170000000 

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

中央州と 北部州はAEZ（ 農業生態系地域） が異なり 、 生態系・ 生業も 大き く 異なる。 両地域でそ
れぞれどのよう な活動（ 例： 中央州で森林伐採ゼロ・ カ カ オ生産、 北部州で劣化サバンナ・ ラ
ンド スケープ回復） に重点が置かれる想定か。 また、 北部州はPROGEFの対象外であっ たが、 本
事業で追加さ れた背景と 、 北部州でのFREL・ セーフ ガード 等の新規開発の要否についてご示唆
いただき たい。

中央州と 北部州については、 ご理解のと おり 気候やAEZも 異なり ます。 北部州追加の背景につい
ては、 公示文書をご確認く ださ い。

2026年5月13日

2026年5月27日 26a00170000000 

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

PROGEFでは5件のERA（ 森林伐採ゼロカ カ オ、 バイ オチャ ー、 森林伐採抑制のキャ ッ サバ、 荒廃
サバンナ植林、 BSF有機廃棄物分解） が実証さ れた。 本事業では事業内容から 「 森林伐採ゼロカ
カ オ生産」 および「 劣化サバンナ・ 森林ラ ンド スケープ回復」 が中心と 読めるが、 他のERA（ バ
イ オチャ ー、 キャ ッ サバ、 BSF） は本事業の対象外か、 補完的に取り 扱われる想定か。

詳し く は公示文書をご確認く ださ い。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00170000000 

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

PROGEFの各ERAは約2年・ 3, 000〜3, 700万FCFA規模のf easi bi l i t y eval uat i on（ 小規模実証） で
あっ た。 本事業は「 実証から 面的展開（ スケールアッ プ） 」 への移行と 位置付けら れると の理
解で相違ないか。 詳細計画策定調査で整理さ れている範囲で、 目標面積・ 裨益農家数・ 植林本
数・ GHG削減量等の水準感をご教示いただき たい。

詳細計画策定調査報告書はRD署名後公開いたし ます。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00170000000 

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

本事業の主たるカ ウンタ ーパート 機関は、 PROGEF同様MI NEPDEDが幹事と なる構成を想定し てい
るか。 MI NFOF、 MI NADER、 MI NEPI A、 MI NEPAT等の関与、 カ カ オセク タ ー関連機関（ CI CC、 ONCC、
SODECAO） の位置付け、 および地方（ 州・ 県） 行政機関・ コ ミ ュ ニティ と の関係についてご教示
いただき たい。

本事業の主たるカ ウンタ ーパート 機関はMI NEPDEDを想定しておりますが、具体的な活動内容を踏まえ、
他省庁及び地方行政機関・コミュニティとも連携する予定です。

2026年5月13日

2026年5月27日 26a00170000000 

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

R/Dは2026年4〜5月署名予定、 事業開始は2026年10月と あるが、 2025年10月のカ メ ルーン大統領
選以降の情勢、 およびPROGEFでR/D締結から 事業開始までの期間が長く 初動遅延を招いた教訓を
踏まえ、 現時点のスケジュ ール見通し に変更可能性はあるか。

2025年10月の大統領選挙以降、政治の混乱は見られず、予定通りのスケジュールを想定しております。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00170000000 

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

事業名には「 緩和と 適応」 と あるが、 PROGEFは緩和（ ERS/ERA） に軸足があっ た。 本事業での適
応要素（ 耐気候品種、 水資源管理、 気候情報サービス、 コ ミ ュ ニティ 強靱化等） の具体的想定
と 、 緩和・ 適応の比重のイ メ ージをご教示いただき たい。

詳細は、 公示文書をご確認く ださ い。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00170000000 

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

本事業のMRV（ GHG排出削減・ 吸収量のモニタ リ ング・ 報告・ 検証） 体制について、 先行事業
（ PROGEF） で開発・ 承認さ れた中央州FREL（ 森林参照排出レベル） 、 カ メ ルーン国家森林モニ
タ リ ングシステム（ NFMS） 、 およびJI CA-JAXA JJ-FAST等と の接続・ 活用の想定、 なら びに将来
的な気候資金・ ク レジッ ト 枠組みへの展開可能性の有無についてご示唆いただき たい。

2026年2月、世界銀行は、 カ メ ルーンの森林セク タ ーにおける炭素市場・ 気候資金の本格参加を目
的と し た戦略文書を公開し ており 、 今後の展開への機運は高まっ ていると 思料し ます。

2026年5月13日

2026年5月27日 26a00170000000 

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

対象州における他ド ナー・ 国際機関の案件（ 世界銀行FCPF、 CAFI 、 GCF、 GEF、 EU、 AFD、 GI Z、
FAO、 WRI 、 CI FOR-I CRAF等） と の役割分担・ 補完関係について、 詳細計画策定調査での整理があ
ればご教示いただき たい。

対象州において、 多く のド ナーによる活動が先行し ているこ と から 、 事業開始に当たっ ては、 さ
ら なる情報収集と 調整が必要と なり ます。 詳し く は詳細計画策定調査報告書をご確認く ださ い。

2026年5月13日
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2026年5月27日 26a00170000000 

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

本事業は技術協力プロジェ ク ト であり 、 JI CA環境社会配慮ガイ ド ラ イ ンのカ テゴリ 分類の直接
の対象外と 認識し ているが、 アグロフ ォ レスト リ ー・ 植林活動の実施規模次第では環境社会配
慮の検討が必要と なる可能性も ある。 本事業における環境社会配慮の扱い、 PROGEFで開発さ れ
た中央州REDD+セーフ ガード 情報システム（ SI S） と の整合・ 活用（ 北部州への拡張の要否含
む） 、 および先住民族・ 慣習的土地所有権・ ジェ ンダー等、 本事業で特に重視すべき 社会的配
慮事項をご教示いただき たい。

JI CAの技術協力プロジェ ク ト も 、 JI CA環境社会配慮ガイドラインのカテゴリ分類の対象となっております。

アグロフ ォ レスト リ ―に女性や障害者、少数民族が多く従事していることから、ジェンダーや社

会的包摂には留意し案件を実施することが望まれます。

2026年5月13日

2026年5月27日 26a00170000000 

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

約33人月／4年間の分野別人月配分の想定、 業務主任者の分野指定（ 持続可能な森林管理／アグ
ロフ ォ レスト リ ー） の優先順位、 および企画競争説明書において「 特にプロポーザルにて提案
を求める事項」 と し て重視さ れる論点を、 現時点でご示唆いただける範囲でご教示いただき た
い。

詳細は、 公示文書をご確認く ださ い。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00170000000 

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

想定さ れるC/P機関のキャ パシティ （ 人員、 予算、 技術レベル、 過去のド ナー事業経験等） に関
し て、 把握さ れている強みや課題があればご教示く ださ い。

詳し く は、 先行案件の事業完了報告書をご確認く ださ い。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00170000000 

カ メ ルーン国アフ リ カ 地域気候変動緩
和と 適応に資する農業・ 森林セク タ ー
におけるラ ンド スケープ回復プロジェ
ク ト

地球環境部森林・ 自然環境保
全グループ

ジェ ンダー、 貧困層、 先住民族など、 社会的弱者への配慮について、 本事業で特に重視すべき
点があればご教示く ださ い。

上述ご確認く ださ い。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00201000000
全世界コ ンテンツ産業の育成にかかる
情報収集・ 確認調査（ QCBS-ラ ンプサム
型）

経済開発部 民間セク タ ー開
発グループ

① スコ ープ・ 対象範囲について
対象地域（ 全世界／特定地域／優先国はあるか）
対象国数の目安
対象コ ンテンツ領域（ アニメ ・ ゲーム中心か／映画・ 音楽まで含むか）

② 調査内容・ アウト プッ ト
最終成果物の形式（ 報告書のみ／政策提言含む）
「 協力方針案」 の具体度（ 概念レベル or  案件形成レベル）
国別・ 分野別分析の粒度
ケーススタ ディ の必要数
英語／日本語など言語要件

③ 協力メ ニュ ー・ 政策的期待について
想定する協力スキーム（ 技術協力／ODA案件／民間連携など）
民間企業と の連携の期待度
I P保護・ 人材育成などの重点分野の優先順位
政策提言の実装レベル（ 実行計画まで求めるか）

④ 調査手法・ 現地調査条件について
現地渡航の有無・ 回数
対象国での調査制約（ 治安・ 政治・ アク セス）

⑥セミ ナー・ 発信要件について
セミ ナー対象（ 日本側／途上国側／双方）
実施回数・ 規模
使用言語
成果の対外発信方法（ レポート 公開など）

①対象地域や国数については4月22日回答1点目、 4月30日回答3点目のと おり です。 その他、 コ ン
テンツ領域等の詳細は公示をご覧く ださ い。
②協力方針案については4月22日回答2点目のと おり です。 その他、 詳細は公示をご覧く ださ い。
コ ンサルタ ント 様から のご提案も 可能です。
③詳細は公示をご覧く ださ い。 コ ンサルタ ント 様から のご提案も 可能です。
④4月22日回答1点目、 4月30日回答1点目・ 3点目のと おり です。 詳細は公示をご覧く ださ い。
⑥開催場所の想定は4月30日回答3点目のと おり です。 その他、 詳細は公示をご覧く ださ い。

2026年5月13日

2026年5月27日 26a00201000000
全世界コ ンテンツ産業の育成にかかる
情報収集・ 確認調査（ QCBS-ラ ンプサム
型）

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

現時点で想定する特定地域・ 国はあり ますか。
現時点では東南アジア、 南アジア、 中東・ 欧州、 アフ リ カ 、 中南米の各地域の国々を想定し てい
ます。 こ の内、 机上調査の対象は約10～12カ 国程度、 現地調査の対象は机上調査の対象国のう ち
5～6カ 国程度と なる見込みです。

2026年4月22日

2026年5月27日 26a00201000000
全世界コ ンテンツ産業の育成にかかる
情報収集・ 確認調査（ QCBS-ラ ンプサム
型）

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

本案件の背景・ 目的・ 想定出口など本公示の前に可能な限り 理解さ せていただき たい

基本的には、 すでにプレ公示に記載し ていると おり です。 コ ンテンツ産業は日本のみなら ず世界
的にも 大き な産業と なっ ており 、 途上国においてこ れを育成・ 振興するこ と は、 産業の多角化や
雇用の促進に貢献するも のと 考えています。
現在、 日本においても 政策的にコ ンテンツ産業の強化が推進さ れているこ と をふまえ、 途上国に
対し て協力を実施する際には、 途上国と 日本がウィ ンウィ ンと なるこ と が望まし いです。 ただ
し 、 日本においては海外と の関係では海賊版対策が重要な施策の一つと なっ ている一方、 多く の
途上国においては必ずし も 優先順位が高く ないこ と から 、 全体と し てどう いう 内容の協力が可能
か、 適切な仮説を立てつつ、 丁寧な検証、 途上国関係者と の調整・ 議論が必要です。
出口と し ては、 こ の調査の実施後に、 コ ンテンツ産業において課題・ ニーズがある途上国から
JI CAによる協力を要請さ れ、 具体的な協力案件が立ち上がるこ と を想定し ています。

2026年4月22日

2026年5月27日 26a00201000000
全世界コ ンテンツ産業の育成にかかる
情報収集・ 確認調査（ QCBS-ラ ンプサム
型）

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

活動内容（ 1） において、 「 日本および途上国におけるコ ンテンツ産業の現状・ 課題、 ニーズ、
主要アク タ ー、 政策同行等に関する調査・ 分析（ 机上調査および現地調査を含む） 」 と あり ま
すが、 調査対象国の範囲、 現地調査の規模（ 対象国数や期間など） の概要をご教示いただけれ
ば幸いです。

現地調査の規模につき まし て、 期間は1か国あたり 10日間前後を予定し ています。 その他の項目
につき まし ては、 上記の1点目の回答のと おり です。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00201000000
全世界コ ンテンツ産業の育成にかかる
情報収集・ 確認調査（ QCBS-ラ ンプサム
型）

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

調査対象と し て想定し ている国はあるか、 或いはコ ンサルタ ント から 提案可能か
上記の1点目の回答のと おり です。 コ ンサルタ ント 様から のご提案も 可能です。 詳細は公示をご
覧く ださ い。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00201000000
全世界コ ンテンツ産業の育成にかかる
情報収集・ 確認調査（ QCBS-ラ ンプサム
型）

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

調査結果の共有・ 発信を目的と し た対外セミ ナーは、 日本国内で実施する想定か、 或いは調査
対象国で実施する想定か

日本国内での実施を想定し ています。 2026年4月30日
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2026年5月27日 26a00201000000
全世界コ ンテンツ産業の育成にかかる
情報収集・ 確認調査（ QCBS-ラ ンプサム
型）

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

本案件の背景・ 目的・ 想定出口など本公示の前に可能な限り 理解さ せていただき たい 上記の2点目の回答のと おり です。 2026年4月30日

2026年5月27日 26a00202000000
パラオ国歴史遺産管理保全を通じた地
域振興計画策定プロジェクト

社会基盤部都市・地域開発グ
ループ

マスタープランの内容はどの程度深堀するものなのでしょうか。フルスペックのMPのように優
先事業やアクションプラン等も策定予定なのでしょうか。

回答準備中です。 2026年5月20日

2026年5月27日 26a00202000000
パラオ国歴史遺産管理保全を通じた地
域振興計画策定プロジェクト

社会基盤部都市・地域開発グ
ループ

マスタープランのは、地域振興MPでしょうか。もしくは観光開発MPでしょうか。 回答準備中です。 2026年5月20日

2026年5月27日 26a00202000000
パラオ国歴史遺産管理保全を通じた地
域振興計画策定プロジェクト

社会基盤部都市・地域開発グ
ループ

本年1月に募集された「持続可能な観光開発アドバイザー（現地滞在型）」と本業務はどのよう
な関係があるのか、あるいは全く異なったアプローチが目指されるのでしょうか。

回答準備中です。 2026年5月20日

2026年5月27日 26a00202000000
パラオ国歴史遺産管理保全を通じた地
域振興計画策定プロジェクト

社会基盤部都市・地域開発グ
ループ

遺産のデータ化（リスト化）をまずすることになっておりますが、すでに何かしらのリストが
あるのか、ゼロべースでやるのか、どちらとなりますでしょうか。後者の場合、活用できる文
書やデータはあるのか、現地調査も想定されているか、想定されている実施方法についてお伺
いしたい。

回答準備中です。 2026年5月20日

2026年5月27日 26a00202000000
パラ オ国歴史遺産管理保全を通じ た地
域振興計画策定プロジェ ク ト

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

本件は、 業務管理グループで若手育成加点の対象と なる業務でし ょ う か。 対象です。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00202000000
パラ オ国歴史遺産管理保全を通じ た地
域振興計画策定プロジェ ク ト

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

本件では、 本邦研修等は考えら れているでし ょ う か。 想定し ており ます。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00202000000
パラ オ国歴史遺産管理保全を通じ た
地域振興計画策定プロジェ ク ト

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

「 計画で示さ れたパイ ロッ ト 事業の実施」 と あり ますが、 こ れについてどこ まで計画に含むか
にも よるかと 存じ ますが、 現時点で具体的なパイ ロッ ト 事業の想定があればお伺いし たく 存じ
ます。 例えば観光的活用の促進の観点から 、 パラ オへの訪問者が多い東アジアを含む外国への
観光マーケティ ング・ プロモーショ ンなどテスト 的な広報活動まで含まれるのでし ょ う か。
「 実証レベル」 か「 本格実施（ 一定の成果創出まで） 」 か、 期待さ れる到達レベルをご教示い
ただけますでし ょ う か。 また、 パイ ロッ ト 事業の選定は、 事前に候補があるのか、 も し く は調
査を通じ て提案するのでし ょ う か。

プレ公示内容に記載の目的実現を目指し 、 パイ ロッ ト 事業を実施し ます。 詳細は公示内容をご確
認く ださ い。

2026年5月13日

2026年5月27日 26a00202000000
パラ オ国歴史遺産管理保全を通じ た
地域振興計画策定プロジェ ク ト

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

本業務におけるマスタ ープラ ンの対象範囲はどの程度を想定し ているでし ょ う か。 離島を含む
パラ オ全域なのか、 等、 地理的範囲・ 対象遺産の範囲想定ないし 優先度があればご教示く ださ
い。

パラ オ全域を指し ます。 詳細は公示内容をご確認く ださ い。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00202000000
パラ オ国歴史遺産管理保全を通じ た
地域振興計画策定プロジェ ク ト

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

マスタ ープラ ンにおいて求めら れる成果物の具体的内容・ 粒度（ 例： 事業リ スト 、 優先順位付
け、 投資計画の有無） を差し 支えない範囲でご教示いただけますでし ょ う か？

詳細は公示内容をご確認く ださ い。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00202000000
パラ オ国歴史遺産管理保全を通じ た
地域振興計画策定プロジェ ク ト

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

日本関連遺産の「 特定・ リ スト 化」 において、 既存のリ スト や調査成果はどの程度存在するの
でし ょ う か？本業務での新規調査の必要性の程度を判断する上で、 情報があれば共有いただけ
ますよう お願いいたし ます。

詳細は公示内容をご確認く ださ い。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00202000000
パラ オ国歴史遺産管理保全を通じ た
地域振興計画策定プロジェ ク ト

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

データ ベース化について、 想定さ れる仕様（ 言語、 公開/非公開、 GI S連携の有無等） があれば
ご教示く ださ い。

パラ オ政府が所有する既存のデータ ベースの活用を想定し ており ます。 2026年5月13日

2026年5月27日 26a00202000000
パラ オ国歴史遺産管理保全を通じ た
地域振興計画策定プロジェ ク ト

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

能力強化について、 重点分野（ 例： データ 管理、 観光活用、 遺産保存技術等） の優先度の想定
があり まし たら ご教示く ださ い。

プレ公示内容に記載の目的実現を前提と し た能力強化になり ます。 詳細は公示内容をご確認く だ
さ い。

2026年5月13日

2026年5月27日 26a00202000000
パラ オ国歴史遺産管理保全を通じ た
地域振興計画策定プロジェ ク ト

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

観光活用に関し て、 タ ーゲッ ト と する市場（ 国内観光客、 外国人観光客等） の想定がございま
し たら ご教示く ださ い。

詳細は公示内容をご確認く ださ い。 2026年5月13日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年5月27日 26a00202000000
パラ オ国歴史遺産管理を通じ た地域振
興計画策定プロジェ ク ト

社会基盤都市・ 地域開発グ
ループ

本プロジェ ク ト では、 合計3年間の履行期限内にパラ オ全国を対象と し た新規の地域振興計画マ
スタ ープラ ンの策定だけでなく 、 マスタ ープラ ンに基づく 歴史遺産の活用に向けた教育活動を
含むパイ ロッ ト プロジェ ク ト の実施も 想定さ れています。
他方、 業務従事者： 3名、 実施期間： 3年間、 人月合計： 16. 0 M/Mと なっ ており 、 業務従事者一
人当たり 国内／現地合わせて、 年間1. 8ヵ 月弱の作業量し か想定さ れていません。
こ ちら は、 過去に実施さ れた新規マスタ ープラ ンの策定に関わるプロジェ ク ト である
ヨ ルダン国ペト ラ における観光開発マスタ ープラ ン策定プロジェ ク ト ： 実施期間： 4年間、 公示
時の人月合計： 85. 74M/M
キルギス国チュ イ 州世界遺産を活用し た地域開発・ 観光促進プロジェ ク ト ： 実施期間： 4年間、
公示時の人月合計： 87. 0M/M
より も 人月合計が極端に少なく なっ ているだけでなく 、 既にマスタ ープラ ンが存在するマス
タ ープラ ンの更新を行う
ヨ ルダン国ASEZ都市開発マスタ ープラ ン更新プロジェ ク ト ： 実施期間： 2年間、 公示時の人月合
計： 33. 5M/M
と 比べても 、 人月合計が大幅に少なく なっ ています。

つき まし ては、 公示に係る「 特記仕様書」 の作成に当たり 、 上記の過去の案件にも 照ら し 、 業
務内容と 人月のバラ ンスを図り 、 過不足の無い妥当な投入量をご検討いただけますよう 、 お願
い致し ます。

本事業においては、 想定し ている人月量に相応する業務内容を予定し ています。

3年間の実施期間、 人月合計が16人月、 及び当該仕様書に定めら れた予算の枠組みの中で、 今後
掲載さ れます仕様書に記載さ れた実施内容を進めていただく こ と を前提と し ており ます。
また、 プレ公示では、 業務従事者に求める専門性を3点挙げていますが、 3名の従事者による実施
を求めるも のではあり ません。
つき まし ては、 仕様書に基づき 、 限ら れた人月の中でも 効果的かつ実現可能な実施体制・ 人月配
置をご検討いただければ幸いです。

2026年4月30日

2026年5月27日 26a00202000000
パラ オ国歴史遺産管理を通じ た地域振
興計画策定プロジェ ク ト

社会基盤都市・ 地域開発グ
ループ

本プロジェ ク ト は、 2026年2月に貴機構により 「 詳細計画策定調査」 が実施さ れており ますが、
こ ちら の調査の1)  最終成果品報告書、 2)  事業事前評価書」 、 及び 3)  R/Dは、 公示時の資料と
し て配布さ れると 考えてよろ し いでし ょ う か。

なお、 配布を想定し ていない場合は、 「 詳細計画策定調査」 に従事し た団体の本件調達に関わ
る調達の公平性（ 利益相反含む） の観点から も 、 配布をお願い致し ます。

詳細計画策定調査の資料と し て、 以下の資料を配布予定です。
 ・ 詳細計画策定調査結果にかかる報告資料
 ・ R/D

2026年4月30日

2026年6月3日 26a00150000000
マラ ウイ 国リ ロングウェ 市北部変電所
整備計画準備調査

社会基盤部
資源・ エネルギーグループ

3月18日のプレ公示では、 3月25日が公示日と 記載さ れており まし たが、 実際には25日には公示
がさ れず、 また同日のプレ公示から も 本件が消えており まし た。 こ れら の理由をご教示いただ
けないでし ょ う か。

本件につき まし ては、 事業実施時期の整理に伴い、 3月25日付で掲載し ていた調達予定案件情報
を一旦取り 下げており ます。 4月1日以降に改めて掲載する予定と し ており ます。 改めての公示
は、 5月中下旬を予定し ており ます。

2026年4月8日

2026年6月3日 26a00150000000
マラ ウイ 国リ ロングウェ 市北部変電所
整備計画準備調査

社会基盤部
資源・ エネルギーグループ

上記に関連し 、 現段階でのプレ公示なら びに公示の予定についてご教示いただけないでし ょ う
か。

同上 2026年4月8日

2026年6月3日 26a00150000000
マラ ウイ 国リ ロングウェ 市北部変電所
整備計画準備調査

社会基盤部
資源・ エネルギーグループ

3月18日時点でプレ公示にて掲載さ れていた「 マラ ウイ 国リ ロングウェ 市北部変電所整備計画準
備調査」 に関し まし て、 3月25日プレ公示リ スト から は同案件の記載が削除さ れており まし た。
こ ちら の案件につき まし ては、 近日中（ こ こ 数日～1週間程度） に再度プレ公示にて掲載さ れる
と いう 想定で宜し かっ たでし ょ う か。

本件につき まし ては、 事業実施時期の整理に伴い、 3月25日付で掲載し ていた調達予定案件情報
を一旦取り 下げており ます。 4月1日以降に改めて掲載する予定と し ており ます。 改めての公示
は、 5月中下旬を予定し ており ます。

2026年4月1日

2026年6月3日 26a00150000000
マラ ウイ 国リ ロングウェ 市北部変電所
整備計画準備調査

社会基盤部
資源・ エネルギーグループ

本件が3/25掲載のプレ公示情報より 消え、 公示も さ れていません。 理由をご教授いただけます
でし ょ う か。

本件につき まし ては、 事業実施時期の整理に伴い、 3月25日付で掲載し ていた調達予定案件情報
を一旦取り 下げており ます。 4月1日以降に改めて掲載する予定と し ており ます。 改めての公示
は、 5月中下旬を予定し ており ます。

2026年4月1日

2026年6月3日 26a00150000000
マラ ウイ 国リ ロングウェ 市北部変電所
整備計画準備調査

社会基盤部
資源・ エネルギーグループ

再公示になる予定はあり ますでし ょ う か。 同上 2026年4月1日

2026年6月3日 26a00150000000
マラ ウイ 国リ ロングウェ 市北部変電所
整備計画準備調査

社会基盤部
資源・ エネルギーグループ

再公示と なる場合、 公示予定日をご教授いただけますでし ょ う か。 同上 2026年4月1日

2026年6月3日 26a00152000000
ブータ ン国東部送電線・ 変電所準備調
査（ QCBS-ラ ンプサム型）

南アジア部南アジア第一課
本事業は、 「 JI CA 環境社会配慮ガイ ド ラ イ ン」 のカ テゴリ A、 B、 Cのいずれに該当するかご教
示頂けますでし ょ う か。

現時点ではカ テゴリ Bに該当し ており ます。 今後、 協力準備調査において詳細を確認の上、 当該
カ テゴリ の妥当性について改めて確認する予定です。

2026年5月15日

2026年6月3日 26a00152000000
ブータ ン国東部送電線・ 変電所準備調
査（ QCBS-ラ ンプサム型）

南アジア部南アジア第一課 環境社会配慮助言委員会への付議の要否をご教示頂けますでし ょ う か。
現時点ではカ テゴリ Bを想定し ており 、 環境社会配慮助言委員会への付議は不要と 想定し ており
ます。

2026年5月15日

2026年6月3日 26a00178000000
マダガスカ ル国アフ リ カ 地域マダガス
カ ル国鉱業分野産業人材強化プロジェ
ク ト  【 R7補正予算分】

社会基盤部資源・ エネルギー
グルー
プ

「 溶接、 板金、 機械加工、 メ カ ト ロニク ス、 電気電子」 のカ リ キュ ラ ムは、 それぞれ数百時間
あると 思いますので、 見直し には膨大な労力がかかり ます。 カ リ キュ ラ ムの全体ではなく 一部
のみの見直し だと すると 、 何時間程度のも のを想定し ていますか？

回答準備中です。 2026年5月20日

2026年6月3日 26a00178000000
マダガスカ ル国アフ リ カ 地域マダガス
カ ル国鉱業分野産業人材強化プロジェ
ク ト  【 R7補正予算分】

社会基盤部資源・ エネルギー
グループ

【 案件名】 に「 R7補正予算分」 と 記載さ れていますが、 今後、 追加で補正予算が見込まれる可
能性があると いう 意味でし ょ う か？

回答準備中です。 2026年5月20日

2026年6月3日 26a00178000000
マダガスカ ル国アフ リ カ 地域マダガス
カ ル国鉱業分野産業人材強化プロジェ
ク ト  【 R7補正予算分】

社会基盤部資源・ エネルギー
グループ

第三国視察先にセネガルCFPT-SJが指定さ れていますが、 その他の国・ 機関を提案するこ と は可
能でし ょ う か。

回答準備中です。 2026年5月20日

2026年6月3日 26a00178000000
マダガスカ ル国アフ リ カ 地域マダガス
カ ル国鉱業分野産業人材強化プロジェ
ク ト  【 R7補正予算分】

社会基盤資源・ エネルギーグ
ループ

本件では、 履行期間に比し て想定人月が通常より も 抑えら れているよう に思われますが、 業務
管理グループの設定は検討さ れていますか。

回答準備中です。 2026年5月20日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年6月3日 26a00178000000
マダガスカ ル国アフ リ カ 地域マダガス
カ ル国鉱業分野産業人材強化プロジェ
ク ト  【 R7補正予算分】

社会基盤資源・ エネルギーグ
ループ

第三国研修と 専門家の招へいは、 どれく ら いの期間、 何回く ら い実施するこ と を想定さ れてい
ますか。 実施費用は別見積も り と なり ますか。

回答準備中です。 2026年5月20日

2026年6月3日 26a00178000000
マダガスカ ル国アフ リ カ 地域マダガス
カ ル国鉱業分野産業人材強化プロジェ
ク ト  【 R7補正予算分】

社会基盤部資源・ エネルギー
グルー
プ

マダガスカ ル側と 、 どのよう な方式でカ リ キュ ラ ム開発を実施するこ と に合意し ているので
し ょ う か？　 CBT方式を想定し ているなら ば、 それぞれの科目で相当な手間がかかるこ と になり
ます。

回答準備中です。 2026年5月20日

2026年6月3日 26a00178000000
マダガスカ ル国アフ リ カ 地域マダガス
カ ル国鉱業分野産業人材強化プロジェ
ク ト  【 R7補正予算分】

社会基盤部資源・ エネルギー
グルー
プ

「 溶接、 板金、 機械加工、 メ カ ト ロニク ス、 電気電子」 のカ リ キュ ラ ムは、 それぞれ数百時間
あると 思いますので、 見直し には膨大な労力がかかり ます。 カ リ キュ ラ ムの全体ではなく 一部
のみの見直し だと すると 、 何時間程度のも のを想定し ていますか？

回答準備中です。 2026年5月20日

2026年6月3日 26a00178000000
マダガスカ ル国鉱業分野産業人材強化
プロジェ ク ト

社会基盤資源・ エネルギーグ
ループ

本件では、 履行期間に比し て想定人月が通常より も 抑えら れているよう に思われますが、 業務
管理グループの設定は検討さ れていますか。

第三国研修・ 専門家招へいの活用を想定し 、 投入を絞っ て実施する予定です。
また、 業務管理グループの設定は現段階では検討し ており ません。

2026年4月1日

2026年6月3日 26a00178000000
マダガスカ ル国鉱業分野産業人材強化
プロジェ ク ト

社会基盤資源・ エネルギーグ
ループ

第三国研修と 専門家の招へいは、 どれく ら いの期間、 何回く ら い実施するこ と を想定さ れてい
ますか。 実施費用は別見積も り と なり ますか。

現在、 費用の見積も り 方法含め詳細計画を検討中です。 2026年4月1日

2026年6月3日 26a00242000000
フィリピン国サステナビリティと透明
性枠組み強化プロジェクト

地球環境部環境管理・気候変
動対策
グループ

事前評価表では、人月は99.2M/Mと記載されていますが、プレ公示では約36人月となっていま
す。規模及び活動内容が事前評価表の内容よりも大幅に削減されたということでしょうか？

回答準備中です。 2026年5月20日

2026年6月3日 26a00242000000
フィリピン国サステナビリティと透明
性枠組み強化プロジェクト

地球環境部環境管理・気候変
動対策
グループ

サステナブル・ファイナンス・ロードマップは、財務省、中央銀行が中心となった省庁横断タ
スクフォースによって策定されましたが、本プロジェクトにおける、SFRに基づくプロジェクト
の管理能力の強化の活動も、財務省だけでなく、他の省庁によるプロジェクトの実施支援も想
定されているのでしょうか？

回答準備中です。 2026年5月20日

2026年6月3日 26a00242000000
フィリピン国サステナビリティと透明
性枠組み強化プロジェクト

地球環境部環境管理・気候変
動対策
グループ

【活動内容】の「企業のサステナビリティ報告に基づく情報開示の強化」とは、企業のサステ
ナビリティ報告に基づくどのような情報の開示を強化することを意図していらっしゃいますで
しょうか。（もしくは、サステナビリティ報告自体の情報の質を高めることを意図した活動で
しょうか）

回答準備中です。 2026年5月20日

2026年6月3日 26a00242000000
フィリピン国サステナビリティと透明
性枠組み強化プロジェクト

地球環境部環境管理・気候変
動対策
グループ

【活動内容】の「企業のサステナビリティ報告に基づく情報開示の強化」について、SECだけで
なく、報告企業自体へのワークショップなどを想定していらっしゃいますでしょうか。情報開
示の強化が見込める仕組みづくりなどを想定していらっしゃるでしょうか。

回答準備中です。 2026年5月20日

2026年6月3日 26a00249000000

東ティ モール国国産米振興・ 食料安全
保障政策立案（ 国別研修） （ 一般競争
入札（ 総合評価落札方式‐ ラ ンプサム
型） ）

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

本件のコ ンサルタ ント 報酬について、 JI CA筑波等で実施さ れる課題別研修と 同じ でし ょ う か。
それと も 、 コ ンサルタ ント 等契約における2026年度報酬単価（ 業務実施型） が採用さ れるので
し ょ う か。 あるいは、 コ ンサルタ ント 等契約（ 国内業務） 2026年度直接人件費単価基準月額が
適用さ れるのでし ょ う か。

本件は、 コ ンサルタ ント 等契約であり 、 また、 国内での業務が主と なり ますが、 海外と の調整を
伴なう 業務ですので、 課題別研修も し く はコ ンサルタ ント 等契約（ 国内業務） には該当し ませ
ん。 積算にあたっ ては、 「 コ ンサルタ ント 等契約における経理処理ガイ ド ラ イ ン」 を参照の上、
適宜、 必要と なる経費を積算の上、 入札し てく ださ い。

2026年5月13日

2026年6月10日 26a00179000000
全世界2026年度案件別外部事後評価
パッ ケージⅠ-2（ ベト ナム、 東ティ
モール） （ QCBSラ ンプサム型）

評価部事業評価第一課

対象案件のう ち、 （ ２ ） （ 技術協力） 「 ベト ナム： 日越大学修士課程設立プロジェ ク ト 」 は後
続事業（ 「 日越大学教育・ 研究・ 運営能力向上プロジェ ク ト 」 ） が2025年3月まで実施さ れてお
り 、 また（ ３ ） （ 無償資金協力） 「 ベト ナム： 農業・ 水産食品の安全確保のための検査・ 農産
食品品質コ ンサルティ ングセンタ ー能力強化計画 」 は関連技協（ 「 持続可能な農業開発のため
の食品安全検査・ レフ ァ レンス機能・ コ ンサルティ ング能力強化プロジェ ク ト 」 ） が2023年11
月まで実施さ れていたよう です。 いずれの案件も 、 関連事業と の一体評価は行わず、 今年度に
単体での事後評価を行う と いう 理解でよいでし ょ う か。
（ なお、 いずれの案件も 貴機構ホームページ上に「 実施中案件」 と 記載さ れていますが、 完了
済みと いう 理解でよいかも 念のため確認さ せてく ださ い。 ）

どちら の案件につき まし ても 、 一体評価は行いません。
評価対象案件外の情報については、 調査開始後、 必要に応じ て提供いたし ます。

2026年4月30日

2026年6月10日 26a00179000000
全世界2026年度案件別外部事後評価
パッ ケージⅠ-2（ ベト ナム、 東ティ
モール） （ QCBSー ラ ンプサム型）

評価部事業評価第一課
本パッ ケージに含まれる（ 技術協力） 「 日越大学修士課程設立プロジェ ク ト 」 ではなく 、 その
後継案件の「 日越大学教育・ 研究・ 運営管理向上プロジェ ク ト （ 仮称） 」 の詳細計画策定調査
（ 評価分析） に従事し たコ ンサルタ ント がおり ますが、 本パッ ケージへの参加は可能ですか。

ご質問の件につき まし ては、 利益相反にかかる内容になり ますため、 具体的な社名や業務内容を
確認さ せていただき 、 個別に判断の上、 ご回答さ せていただき ます。 そのため、 別途、 評価部代
表アド レス（ evt e1@j i ca. go. j p） へお問合せ頂けますよう お願いいたし ます。

2026年4月22日

2026年6月10日 26a00181000000

全世界2026年度案件別外部事後評価
パッ ケージⅠ-4（ モーリ タ ニア、 ボリ
ビア、 エチオピア） （ 一般競争入札
（ 総合評価落札方式－ラ ンプサム
型） ）

評価部事業評価第一課
利益相反につき プロポーザルで防止策を記載する場合、 説明書に記載の規定文量の中で記載す
る必要があるのか、 規定文量と は関係なく 別途記載するこ と ができ るのか、 ご教示願います。

規定文量内にて記載をお願いいたします。 2026年5月20日
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2026年6月10日 26a00181000000

全世界2026年度案件別外部事後評価
パッ ケージⅠ -4（ モーリ タ ニア、 ボリ
ビア、 エチオピア） （ 一般競争入札
（ 総合評価落札方式－ラ ンプサム
型） ）

評価部事業評価第一課

本パッ ケージのう ち「 （ ３ ） （ 技術協力） エチオピア： エチオピア国産業振興プロジェ ク ト 」
のプロジェ ク ト 研究および実施業務を受託し た企業体なら びにその実施業務を担当し た職員
が、 共同企業体（ JV） の構成員の1社およびその要員と し て、 1本パッ ケージ内の他案件の評価
業務を担当するこ と は可能でし ょ う か。
また、 当該職員の参加が認めら れない場合、 同企業体に所属する他の職員が同パッ ケージ内の
他案件の評価業務を担当するこ と は可能でし ょ う か。

ご質問の件につき まし ては、 利益相反にかかる内容になり ますため、 具体的な社名や業務内容を
確認さ せていただき 、 個別に判断の上、 ご回答さ せていただき ます。 そのため、 別途、 評価部代
表アド レス（ j i caev@j i ca. go. j p） へお問合せ頂けますよう お願いいたし ます。

2026年4月15日

2026年6月10日 26a00267000000

フィリピン国プライマリーヘルスケア
のための非感染性疾患介入パッケージ
プロトコル実施能力強化プロジェクト
【有償勘定技術支援】

人間開発部保健第二グループ
一度プレ公示が取り下げになり、今回の再プレ公示までの間にR/Dが締結された模様ですが、プ
レ公示の取り下げ要因はR/Dの未締結だったのでしょうか。それとも他に何か事情がございまし
たでしょうか。

R/Dの署名が未了であることに起因するものです。 2026年5月20日

2026年6月10日 26a00274000000
パレスチナ国中東地域リ ハビリ テー
ショ ン関連技術アド バイ ザー業務（ 国
内業務）

人間開発部高等教育・ 社会保
障グループ

本業務のスコ ープは、 個々のリ ハビリ 職の治療技術の向上より 、 多職種の横断的なク リ ニカ ル
パスの策定やリ ハビリ テーショ ン部門全体の運営管理など、 マネジメ ント 的な側面に重点が置
かれていると 思われるが、 こ の認識は正し いか。

本業務の主なスコ ープについては、 本研修の目的が理学療法士や作業療法士等のリ ハビリ テー
ショ ン実務者を対象と し た臨床的能力の強化にあるこ と から 、 個々のリ ハビリ 職の治療技術の向
上に関する内容が中心と なっ ています。 さ ら に、 こ う し た臨床実践を基盤と し て、 障害当事者の
自立生活実現を支援する自立生活センタ ーや障害者スポーツの観点を取り 入れる内容を想定し て
います。
そのため、 運営管理やマネジメ ント 的な側面は含みません。

2026年5月20日

2026年6月10日 26a00274000000
パレスチナ国中東地域リ ハビリ テー
ショ ン関連技術アド バイ ザー業務（ 国
内業務）

人間開発部高等教育・ 社会保
障グループ

本邦研修において、 Communi t y Based Rehabi l i t at i on（ CBR） や家族参加型リ ハビリ テーショ ン
に関する内容をカ リ キュ ラ ムに含めるこ と は、 現時点でJI CA側と し て想定さ れているか。

現時点の想定では、 本邦研修は主にリ ハビリ テーショ ン実務者を対象と し た医療リ ハビリ テー
ショ ンの能力強化に重点が置かれており 、 特に中枢神経系疾患への対応を軸と し ています。 その
ため、 CBRや家族参加型リ ハビリ テーショ ンは、 カ リ キュ ラ ムに組み込まれていません。
他方で、 障害当事者の自己決定や地域生活の実現を重視する自立生活（ I L） の視点については研
修内容に含める予定と し ています。

2026年5月20日

2026年6月10日 26a00274000000
パレスチナ国中東地域リ ハビリ テー
ショ ン関連技術アド バイ ザー業務（ 国
内業務）

人間開発部高等教育・ 社会保
障グループ

本邦研修における招へい対象者（ 裨益者） の職種、 所属機関、 経験年数等の属性については、
現時点でJI CA側においてある程度方針が定まっ ているか。 定まっ ている場合、 その概要を示さ
れたい。

招へい対象者の職種については、 パレスチナ保健省（ MOH） 配下のリ ハビリ テーショ ンセンタ ー
に所属する理学療法士、 作業療法士、 言語聴覚士等の医療リ ハビリ テーショ ン専門職を中心に、
計10名を選定し ています。 また、 MOHやセンタ ーの管理職層も 一部含める形で、 現場実務に関与
する人材構成を想定し ています。 他方で、 経験年数等についての具体的な基準は設定し ておら
ず、 実務経験や帰国後の活用可能性を踏まえた選定と し ています。

2026年5月20日

2026年6月10日 26a00274000000
パレスチナ国中東地域リ ハビリ テー
ショ ン関連技術アド バイ ザー業務（ 国
内業務）

人間開発部高等教育・ 社会保
障グループ

本邦研修の訪問施設・ 機関については、 ある程度JI CAにおいて候補が想定さ れていると 理解し
ている。 その上で、 国内業務コ ンサルタ ント に期待さ れる主たる役割は、 JI CAが提示するプロ

グラ ム全体案の内容精査と 改善提案のほか、 ①JI CAが想定し ている講師や視察機関、 並びに受

注者が新たに提案する講師や受入施設と の調整・ ロジスティ ク ス管理であると 理解し ている
が、 認識は正し いか。

ご認識のと おり です。 本邦研修の訪問施設・ 機関については、 JI CAが提示する本邦研修の全体プ
ログラ ム案について、 専門的観点から 内容精査及び改善提案を行う こ と が役割の一つと し て想定
し ています。 加えて、 JI CAが構想し ている講師や受入機関のみなら ず、 必要に応じ て受注者が提
案する講師・ 訪問先も 含めた日程調整や受入調整等を担う こ と も 期待し ています。

2026年5月20日

2026年6月10日 26a00274000000
パレスチナ国中東地域リ ハビリ テー
ショ ン関連技術アド バイ ザー業務（ 国
内業務）

人間開発部高等教育・ 社会保
障グループ

本業務において、 パレスチナに派遣さ れている個別専門家やパレスチナ保健省カ ウンタ ーパー
ト と のオンラ イ ン会議・ 遠隔技術支援は業務に含まれるか。 また、 業務指示書（ TOR） 上におい
て、 国内業務コ ンサルタ ント によるパレスチナへの短期出張は想定さ れているか。

オンラ イ ン会議や遠隔技術支援については、 本邦招へいに係る事前説明・ 案内、 及び実施後の
フ ォ ローアッ プの一環と し て、 各年度に計4回（ 各回2～３ 時間程度） の実施を想定し ています。
またこ れら に加え、 必要に応じ てイ ンフ ォ ーマルな会議も 複数回実施するこ と を想定し ていま
す。
なお、 上記の実施回数については、 現時点の想定であり 、 今後の状況に応じ て適宜調整する可能
性があり ます。

2026年5月20日

2026年6月10日 26a00274000000
パレスチナ国中東地域リ ハビリ テー
ショ ン関連技術アド バイ ザー業務（ 国
内業務）

人間開発部高等教育・ 社会保
障グループ

本業務において提案書評価上優先さ れる専門性は、 中東地域に関する知見より も 、 リ ハビリ
テーショ ン分野における実務的専門性であると 理解し ているが、 認識に相違はないか。

ご認識のと おり です。 本案件における提案書評価においては、 医療リ ハビリ テーショ ン分野の専
門性を重視し ています。
他方で、 本案件は中東地域を対象と し ているこ と から 、 文化的・ 社会的背景への配慮も 重要であ
り 、 地域に関する知見についても 一定程度考慮し ます。 ただし 、 評価上の優先順位と し ては、 リ
ハビリ テーショ ン分野における専門性がより 重視さ れる位置づけと なり ます。

2026年5月20日

2026年6月10日 26a00274000000
パレスチナ国中東地域リ ハビリ テー
ショ ン関連技術アド バイ ザー業務（ 国
内業務）

人間開発部高等教育・ 社会保
障グループ

現時点でJICAが想定している本邦研修のプログラム案において、研修目標の達成に向けて受注者が

独自に講義内容や視察先を提案できる余地はどの程度あるか。たとえば「全体の●割程度は受注者か

らの提案を期待する」といった現時点での方向性があれば、ご教示いただきたい。

本邦研修のプログラ ム案については、 JI CAがあら かじ め提示する基本的なプログラ ム案（ 概ね固
まっ た日程や訪問先を含む） を前提と し ています。 そのう えで、 全体と し ては当該提示案をベー
スと し つつ、 一部については受注者の専門的知見を踏まえた補完や発展的な提案を期待し ていま
す。
現時点と し ては、 受注者による提案の対象範囲は全体の3割程度を目安と し つつ、 講義内容や視
察先の具体化等において、 上記の基本案を参考にし ながら 柔軟にご提案いただく こ と を想定し て
います。

2026年5月20日

2026年6月17日 26a00148000000 
全世界（ 広域） 全市場志向型農業振興
（ SHEP） オンラ イ ン研修（ 英語コ ー
ス） フ ェ ーズ２

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

業務管理グループ（ 若手加点） は対象でし ょ う か 対象です。 2026年4月15日

2026年6月17日 26a00148000000 
全世界（ 広域） 全市場志向型農業振興
（ SHEP） オンラ イ ン研修（ 英語コ ー
ス） フ ェ ーズ２

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

本案件は「 業務種別： 業務実施契約－その他」 と なっ ており ますがプロポーザル評価方式は通
常の「 業務実施契約」 同様と なるでし ょ う か。

プロポーザル評価方式は、 通常の業務実施契約と 同様です。 2026年4月15日
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2026年6月17日 26a00148000000 
全世界（ 広域） 全市場志向型農業振興
（ SHEP） オンラ イ ン研修（ 英語コ ー
ス） フ ェ ーズ２

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

フ ェ ーズ１ と 同様に、 オンラ イ ン研修はアジア地域、 アフ リ カ ・ 中東地域の時差別の区分で、
それぞれ実施するご想定でし ょ う か

アジア地域と アフ リ カ ・ 中東地域の時差別で実施し て頂く こ と を想定し ています。 2026年4月15日

2026年6月17日 26a00148000000 
全世界（ 広域） 全市場志向型農業振興
（ SHEP） オンラ イ ン研修（ 英語コ ー
ス） フ ェ ーズ２

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

現地渡航をする場合の１ か国あたり の渡航期間のおおよその目安はございますでし ょ う か 地域、 国土の広さ 等にも より ますが、 おおよそ１ 週間程度を想定し ています。 2026年4月15日

2026年6月17日 26a00230000000
トルコ国中小零細企業のためのメンタ
リング・ネットワーキングサービス開
発

経済開発部民間セクター開発
グループ

成果３に関連して「これまでセミナー開催等の一連の活動により、女性経営者のネットワーク
強化の重要性が関係者間で認識された」とあります。この「一連の活動」について、実施主体
（KOSGEB、関連機関、他の貴機構案件、現地団体等）と活動の概要についてご教示いただけま
すでしょうか。本業務の設計上、先行活動との連続性をどの程度考慮する必要があるかを把握
したいと考えます。

・JICAによるKOSGEB 総裁等の本邦招へい（2024年5月）
・JICAによる「トルコ共和国被災地における女性企業家支援に係る現地調査」（2024年11月～
2025年2月）
・JICA・KOSGEB共催のカフラマンマラシュで開催されたセミナー「トルコ被災地における女性企
業家支援セミナー」（2025年2月）※幣機構HPに報告記事が掲載されています
（https://www.jica.go.jp/information/seminar/2024/1564923_52234.html）
その他詳細は公示をお待ちください。

2026年5月20日

2026年6月17日 26a00230000000
トルコ国中小零細企業のためのメンタ
リング・ネットワーキングサービス開
発

経済開発部民間セクター開発
グループ

本業務の対象MSMEsについて、業種・セクターの限定や優先はありますか。また、現在トルコ国
内で実施中の貴機構案件との間で、対象MSMEsや関係機関の調整・連携が期待される場合、それ
ら企業群・関係機関についてご教示ください。

業種・セクターの限定や優先はありません。円借款「中小零細企業のための震災後支援事業」及
びKOSGEB予算による緊急融資を受けたMSMEsを対象とすることを想定していますが、企業数が多
いため必然的に活動対象に含まれると考えています。関係機関については公示をお待ちくださ
い。

2026年5月20日

2026年7月8日 26a00184000000

全世界2026年度案件別外部事後評価
パッ ケージⅡ -3（ ギニア、 マダガスカ
ル、 ブルキナフ ァ ソ 、 セネガル）
（ QCBS- ラ ンプサム型）

評価部事業評価第一課
現地渡航を想定さ れている場合、 社の安全管理上の理由から 、 業務従事者は現地渡航せず、 現
地調査補助員を活用し て現地調査を行う 提案をし た場合、 現地渡航を前提と し た提案と 比較し
てマイ ナスに評価さ れるこ と はあり ますか？

外部事後評価は、 特記仕様書で机上調査（ 現地渡航なし ） と し た場合を除き 、 1回以上の現地調
査と し ていますが、 成果品の質が確保さ れるこ と がプロポーザルの提案で確認でき た場合は、 渡
航回数のみでマイ ナスの評価は行いません。

2026年4月15日
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